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（中小企業診断協会神奈川県支部［食品スーパー研究会］） 

（商品１，２共通） 

食品スーパーの経営活性化支援プログラム 

 

「強くなる以外、道なし」の時代に、戦う「トップと幹部陣」チームをつくる 

 

 

食品スーパー研究会［代表 高田禎二］ 

e-mail ： t_takada@nifty.com 

ＵＲＬ  http://sm-kenkyukai.org/ 

 

 総需要が縮小する中で、大型店の店舗面積拡大とそれによる競争激化が続いている。中小企業、

中小型ＳＭは生き残れないのでは、といわれている。この課題突破には、トップ自身が自信を持

って幹部や社員を納得し行動させられる、理論武装＝活性化シナリオを持つ必要がある。 

 生活基幹産業で生鮮食品を主力とする食品スーパーでは、正攻法のＣＳ（顧客志向）とＥＳ

（社員志向）が基軸の好循環型経営戦略が、きわめて有効であることが分かっている。 

トップと幹部のリーダーシップ強化と、全員参画型経営によるコミュニケーション向上の推進

を、意欲集団化と顧客満足化を実現させる経営活性化の中で、支援していくものである。 

 

 

１．このプログラムの特色 ⇒年商１００億超を目指す「実践済みノウハウ」 

 

 このプログラムは、中小企業の「中小型・食品スーパー」が、新しいビジョンを持ち、年商１

００億円へ挑戦するために、実践済みの経営活性化ノウハウをまとめてご紹介するものである。 

 ＜現在＞                          ＜近未来＞ 

強い中型ＳＭ 

                             目標年商１００億円  

            企業再構築プロセス        まずは年商２倍作戦 

  年商        経営活性化ノウハウ 

  ３０億 

 弱い小型食品スーパー                強い中型食品スーパーに再構築 

 

Owner
下線

http://www.sindan-k.com/
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２．食品スーパーの厳しい環境 ⇒その環境を乗り切る好循環の発想 

 

・食品小売業界は厳しい競争時代の到来 →競合相手の売上高を喰うことでしか成長機会が

ない。「強くなる以外、道なし」に対応できる“強さ”づくりが求められている。 

 

（１）競争環境は厳しい ⇒その中で求められる中小スーパーの差別化戦略 

・需要の減少と大型店等の進出で売場面積の増加 ⇒中小店の減少と売場効率の低下 

①過去５年間で →売場効率の低下が続く 

 小売全体     ▲ ８．０％ 

 総合スーパー   ▲２０．４％ 

    食品スーパー   ▲１０．８％ ････食品ＳＭはまだまし 

②食品スーパーの売場規模別・売場効率 →小型店ほど高い構造（資本効率の良さ） 

     ５００㎡未満  月 ３２４千円／坪 

    １０００㎡未満  月 ３１３千円／坪 ⇒ここで「４００千円」の効率づくり 

    １５００㎡未満  月 ２７３千円／坪 

    ２０００㎡未満  月 ２２３千円／坪 

     合計（平均）  月 ２５６千円／坪 

□ 中小型ＳＭは高い売場効率･･を活かす方向 

・賑わいと人肌の臭いのする雰囲気づくり 

・生鮮食品を最適の鮮度で提供する業態にする環境ととらえる 

 

（２）経営資源の少ない中小企業だが ⇒その中での資源の活用戦略 

①人材面での戦略思考 

     人間力とは   ＝    能力 × 意欲 × 考え方 

・本人固有の「能力」だけでなく、採用後に育成される「意欲」や「考え方」で人材パワー

を引き出せる。人の意欲や考え方は、経営環境次第で変わる。人が育成される社風、行動科

学を大幅に取り入れた組織人事システムづくりをすることは差別化戦略になる。 

②商品面での戦略思考 

・生鮮食品や惣菜は生活必需品で腐りやすいく最寄性が高い →購買頻度が高い 

・きめ細かく手をかければ、ますます商品価値が上がる →手を抜くと極端に悪くなる 

⇒ この特性を、中小企業だからこそ手を掛けて良いものにする作戦。 

・店舗ごと売上を大きくし配送のメリットを生み出すには 

・コーポラティブチェーンへの加盟が有効 →ＰＢ商品も優良商品が増えてきた 
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③資本・店舗面での戦略思考 

・資本力のない中小企業は、そこにあるもの（人材も含めて）を最大限活用する 

→中小型でも高効率で大きい売上 → ・人づくり ・生鮮の鮮度アップ 

④立地と商圏面での戦略思考 

・食品ＳＭの商圏範囲は狭い →その小商圏に対して地域密着策を徹底する 

・小商圏で高いシェア（４０％前後） →このメリットの追求が好循環を生む 

 

３．食品スーパーの経営活性化（事例研究） ⇒好循環型経営へのアプローチ要領 

 

参考に、企業再構築を実施した食品スーパーを「事例」に、改革成果（変化）、経営活性化の

重要領域、改革ツールとしての経営公式などについて概説してみる。 

 

（１）改革前 →再建が必要となるとき 

・業績の低迷が進むと →企業の問題点は個々の特定の問題から→問題の絡み合いになる 

・競争に巻き込まれて客数が減少 →売場効率の低下 →生鮮食品の鮮度低下 →赤字が続き

資金繰り悪化 →必要な経費も使えない 

・マネジメントの問題としては →悪しき社風化した年功序列人事 →共同体体質 →秩序の

ない組織 →前向きの競争意識も失い元気のない社風  

→ 遅きに失した感の中、銀行の要請もあり トップが決意 ⇒企業再構築を実行開始 

→ トップと中小企業診断士の共通認識の上 →経営路線方向・活性化シナリオの道筋の策定 

経営姿勢も合意して ⇒経営姿勢「公平・正直・熱心・謙虚」という当たり前で平凡な姿勢 

 

（２）経営活性化の前と後の比較 ⇒再構築の効果 

①事例企業の「事前」 

・この企業＝ 累積赤字と不良債権  →結構大きい数億円があった 

・小さい店売上＝ 店舗数６店、総月商２．４億円、各店の売場１５０坪 →月商４千万円 

・低い坪効率＝ 坪月商２７万円、センター方式によるドミナント展開の弱い小型店  

・イメージ＝ 歴史あるスーパーの老朽化したイメージ →そういう中で決意をした  

②企業再構築の「事後（３年後）」 

・店舗改造 →弱小店舗（１５０坪）６店 →戦える店舗（２５０坪）３店に 

・本  部 →生鮮センターの閉鎖 店舗３店でも 月商３億円へ（各店１億円） 

・組 織 面 →トータルマネジメントシステム（組織人事制度）の導入  

→大幅な社風刷新 ⇒意欲集団へ 
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・地域シェア →６店で２７％から →３店で３２％へ 大手を押さえ込み 

・変 化 →社員の姿勢 組織風土 意欲的な働き 競争好きな組織 →戦う体制に 

→好循環に経営が回り出し、累積赤字と不良債権を償却し、新規物件の提供も 

③１０年後の姿 

 →６店 １５００坪 正社員８０名 →年商６０億企業に成長した 

 

（３）トップとミドルの推進機能づくり 

この企業再構築に当たっては、それまでの悪しき環境を払拭できるトップと、それを支える幹

部が必要である。「社内役員会」「経営会議」を構成して進めた。 

・事例では →トップ層（社内役員会）に外部スタッフ（中小企業診断士）を 

・ミドル層の改革 →「経営会議」委員を育成 幹部の問題意識共有化と協議の場に 

・経営会議 →中小企業らしく第一線の責任者、全店長と全商品担当を委員に →現場責任

を持たない上級幹部は、第一線責任者（店長または商品担当）に異動（降格）してから、そ

の役職で委員に参画 →その前提･･ 経営方針 店舗主体型運営 意欲重視の人事評価 業

績評価の重視 信賞必罰方針の重視 → この体制を相互議論で構築 

 

（４）論理としての公式の活用 ⇒「企業＝事業×経営」 

トップ層と新しい経営会議では、取り組み前に、経営方針の中心に、経営革新の論理を意味す

る「経営公式」を位置づけて推進していくことにした。 

①公式 ＝ 「企業とは、事業を、経営するもの(企業＝事業×経営)」という方程式 

・企業を強くするには 「事業力」と「経営力」を強くすること →当然な論理を実行 

・さらに 「事業とは、顧客と商品を結びつけること（事業＝顧客×商品）」 

・もう一つ 「経営とは、目標に人間集団を挑戦させること（経営＝目標×人間集団）」 

→ つまり 顧客、商品、目標、人間集団を最適化することが強い企業づくり、という信仰 

→ 企業とは、事業的側面（店と商品の問題）と、経営的側面（人と組織の問題）を含んだ

「経営公式（方程式）」を、どれだけ「深耕」できるか、である。 

 

（５）事業的側面での経営革新 ⇒「事業＝顧客×商品」 

・事業面の具体化 →「事業とは、顧客と商品を結びつけること（事業＝顧客×商品力）」 

→顧客（地域住民）のホンネニーズを知ること 「最適な商品の提供」 住民に対する自

店と競合店の商品力比較できる商品評価実施 

→目で視た鮮度・品揃えで良しとせず 顧客がわざわざ来店してくれる「攻撃的な鮮度・品

揃え」が必要 その共通認識 深耕させることが大切である 
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■商品力評価基準とミヤスズの位置

　１．鮮度品質レベル

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク
＋６５以上 ＋６５～＋４５ ＋４５～＋２５ ＋２５～±０ ０未満
攻撃的鮮度 良好鮮度 並鮮度 並以下鮮度 ダメ鮮度

評価内容 競合店を越えて

客が来てくれる

客支持が保てる

比較的良い水準

どこでも見られ

競争力はない

鮮度の低さで

客が減る

問題外で

期待なし

　２．品揃えレベル

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク
＋５５以上 ＋５５～＋３５ ＋３５～＋１５ ＋１５～±０ ０未満
豊富な品揃え 充実品揃え 並品揃え 並以下品揃え ダメ品揃え

評価内容 品揃えの良さで

買上が増える

買いたい物には

困らない

まあまあ

悪くはない

品揃えの悪さで

買上が減る

問題外

買上にブレーキ

Ⅰ．［商品力］　=(鮮度品質+品揃え)／２

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク
＋６０以上 ＋６０～＋４０ ＋４０～+２０ ＋２０～±０ ０未満
最強レベル 強力レベル 並レベル 並以下レベル ダメレベル

評価内容 鮮度と品揃えに

神通力がでる

ＳＭとしての

基礎の構築ＯＫ

あらためて

商品づくりを
ＳＭの再研究を 問題外

Ⅱ．［価格力］　=販促力

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク
＋３０以上 ＋３０～＋１５ ＋１５～－１５ －１５～－３０ －３０未満

攻撃的安さ 競争的安さ 普通 やや高い 高価格
評価内容 安さで集客しうる 競争を意識した安さ

普通で安くも高くも

ない

安くする必要は

ない価格
高価格政策

＜総合力＞　=集客力 (商品力*２+価格力)/３

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク
＋５０以上 ＋５０～＋３０ ＋３０～＋１０ ＋１０～－１０ －１０未満

地域最強 競争優位 普通 競争劣勢 競争にならない

評価内容 競争力最強 強い まあまあ 劣る 競争外

（経験的店数割合） 5% 12% 50% 20% 13%
※この基準は、調査経験値から基準化したものである（責任者：高田）。

ランク

ランク

ランク

ランク

ランク

 

→自店と競合店の、部門別、要素別の評価を指数化することで、ピンポイントの競争をし、

それを通じて商品力の改善を「勝った！負けた！」と、できるだけ大騒ぎしながら進めた。 

①商品力の評価基準 ⇒見た目ではなく顧客の評価で 

・商品力の強化 具体的に定義する 

 → 部門別に「商品力＝鮮度×品揃え」  ※「鮮度」の神通力を知ることが大事 

「集客力＝商品力×販促力（価格）」 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    中小型ＳＭに多い評価       

       クリアすべき評価 

 

②実例による評価 この企業の商品力評価結果の実際を見てみる  

→「ランクＥダメレベル」から「ランクＢ勝てるレベル」へ引き上げた例 
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 ■事例企業と競合店の「商品力評価」調査＜改革前＞
に良く行く顧客

調査軒数 100 軒 150 坪 万円 ◇企業再構築時点調べ ●当社の競合店との格差

Ａ鮮度 Ｂ品揃 Ｃ価格 Ｄ対応 集客力

部 門 　良い＋ 　悪い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 　安い＋ 　高い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 得点

実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ ％

①野菜・果物 5 5 22 22 -1 7 E 7 7 18 18 -11 E 8 8 10 10 -2 C 17 17 5 5 12 D -10 E ▲ 80 ▲ 66 ▲ 16 ▲ 29 ▲ 54

②精肉加工肉 4 4 25 25 -2 1 E 6 6 20 20 -14 E 7 7 8 8 -1 C 15 15 8 8 7 D -12 E ▲ 74 ▲ 62 ▲ 18 ▲ 24 ▲ 51

③鮮魚塩干 2 2 30 30 -2 8 E 5 5 25 25 -20 E 5 5 5 5 0 C 15 15 7 7 8 D -16 E ▲ 98 ▲ 82 ▲ 27 ▲ 25 ▲ 69

④惣菜・弁当 4 4 28 28 -2 4 E 8 8 16 16 -8 E 3 3 5 5 -2 C 8 8 11 11 -3 E -11 E ▲ 64 ▲ 27 ▲ 14 ▲ 27 ▲ 35

⑤日配品 10 10 13 13 -3 E 6 6 17 17 -11 E 7 7 11 11 -4 C 15 15 6 6 9 D -6 E ▲ 32 ▲ 22 ▲ 28 ▲ 17 ▲ 27

⑥一般食品 11 11 11 11 0 D 8 8 13 13 -5 E 5 5 12 12 -7 C 16 16 4 4 12 D -4 E ▲ 45 ▲ 21 ▲ 23 ▲ 3 ▲ 30

⑥レジ部門 25 25 7 7 18 D 18 D ▲ 12 ▲ 12

総 合 平均 6 6 22 22 -1 6 E 7 7 18 18 -12 E 6 6 9 9 -3 C 14 14 7 7 8 D -10 E ▲ 66 ▲ 47 ▲ 21 ▲ 21 ▲ 44

＜目標レベル(店頭調査のとき)＞ 45 Ｂ 35 Ｃ 20 Ｂ 50 Ａ 30 Ｃ ▲＝負けを意味する

事例店の顧客

調査軒数 75 軒 350 坪 万円 ◇企業再構築時点調べ ●競合店から見た格差

Ａ鮮度 Ｂ品揃 Ｃ価格 Ｄ対応 集客力

部 門 　良い＋ 　悪い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 　安い＋ 　高い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 得点

実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ ％

①野菜・果物 65 87 2 3 63 B 55 73 0 0 55 B 19 25 5 7 14 C 42 56 1 1 41 B 44 B 80 66 16 29 54

②精肉加工肉 55 73 2 3 53 B 50 67 2 3 48 B 20 27 3 4 17 B 33 44 2 3 31 C 39 B 74 62 18 24 51

③鮮魚塩干 70 93 0 0 70 A 65 87 3 4 62 A 29 39 2 3 27 B 36 48 3 4 33 C 53 B 98 82 27 25 69

④惣菜・弁当 40 53 0 0 40 C 19 25 0 0 19 D 18 24 6 8 12 C 26 35 2 3 24 C 24 C 64 27 14 27 35

⑤日配品 30 40 1 1 29 C 12 16 1 1 11 D 26 35 2 3 24 B 28 37 2 3 26 C 21 C 32 22 28 17 27

⑥一般食品 45 60 0 0 45 B 17 23 1 1 16 D 19 25 3 4 16 B 19 25 4 5 15 D 26 C 45 21 23 3 30

⑥レジ部門 33 44 3 4 30 C 30 C 12 12

総 合 平均 51 68 1 1 50 B 36 48 1 2 35 C 22 29 4 5 18 B 31 41 2 3 28 C 35 B 66 47 21 21 44

＜目標レベル(店頭調査のとき)＞ 45 Ｂ 35 Ｃ 20 Ｂ 50 Ａ 30 Ｃ

■事例企業と競合店の「商品力評価」調査＜改革後＞

に良く行く顧客

調査軒数 100 軒 250 坪 万円 ◇企業再構築から５年後調べ ●当社の競合店との格差

Ａ鮮度 Ｂ品揃 Ｃ価格 Ｄ対応 集客力

部 門 　良い＋ 　悪い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 　安い＋ 　高い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 得点

実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ ％

①野菜・果物 68 68 2 2 66 A 35 35 3 3 32 C 12 12 6 6 6 C 40 40 3 3 37 C 35 B 73 20 4 3 32

②精肉加工肉 60 60 8 8 52 B 30 30 3 3 27 C 16 16 6 6 10 C 37 37 2 2 35 C 30 C 56 12 7 10 25

③鮮魚塩干 69 69 3 3 66 A 46 46 1 1 45 B 20 20 2 2 18 B 45 45 3 3 42 B 43 B 70 11 16 17 32

④惣菜・弁当 45 45 7 7 38 C 18 18 3 3 15 D 11 11 5 5 6 C 32 32 5 5 27 C 20 C 36 ▲ 17 5 13 8

⑤日配品 50 50 5 5 45 B 25 25 1 1 24 C 13 13 2 2 11 C 28 28 3 3 25 C 27 C 44 ▲ 1 3 6 15

⑥一般食品 52 52 3 3 49 B 22 22 3 3 19 D 11 11 5 5 6 C 22 22 3 3 19 D 25 C 51 ▲ 1 ▲ 5 9 15

⑥レジ部門 50 50 4 4 46 B 46 B 24 24

総 合 平均 57 57 5 5 53 B 29 29 2 2 27 C 14 14 4 4 10 C 34 34 3 3 31 C 30 C 55 4 5 10 21

＜目標レベル(店頭調査のとき)＞ 45 Ｂ 35 Ｃ 20 Ｂ 50 Ａ 30 Ｃ ▲＝負けを意味する

事例店の顧客

調査軒数 38 軒 350 坪 万円 ◇企業再構築から５年後調べ ●競合店から見た格差

Ａ鮮度 Ｂ品揃 Ｃ価格 Ｄ対応 集客力

部 門 　良い＋ 　悪い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 　安い＋ 　高い－ 得点 　良い＋ 　悪い－ 得点 得点

実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ 実数 ％ 実数 ％ ％ ％

①野菜・果物 5 13 12 32 -7 E 12 32 0 0 12 D 6 16 4 11 2 C 37 97 3 8 34 C 2 D ▲ 73 ▲ 20 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 32

②精肉加工肉 3 8 7 18 -4 E 15 39 0 0 15 D 8 21 5 13 3 C 28 74 3 8 25 C 5 D ▲ 56 ▲ 12 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 25

③鮮魚塩干 5 13 9 24 -4 E 35 92 1 3 34 C 5 13 3 8 2 C 30 79 5 13 25 C 11 D ▲ 70 ▲ 11 ▲ 16 ▲ 17 ▲ 32

④惣菜・弁当 7 18 5 13 2 D 33 87 1 3 32 C 7 18 6 16 1 C 20 53 6 16 14 D 12 D ▲ 36 17 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 8

⑤日配品 6 16 5 13 1 D 26 68 1 3 25 C 10 26 2 5 8 C 22 58 3 8 19 D 11 D ▲ 44 1 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 15

⑥一般食品 5 13 7 18 -2 E 22 58 2 5 20 C 11 29 0 0 11 C 15 39 5 13 10 D 10 D ▲ 51 1 5 ▲ 9 ▲ 15

⑥レジ部門 30 79 8 21 22 C 22 C ▲ 24 ▲ 24

総 合 平均 5 14 8 20 -2 E 24 63 1 2 23 C 8 21 3 9 5 C 25 67 4 11 21 C 8 D ▲ 55 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 21

＜目標レベル(店頭調査のとき)＞ 45 Ｂ 35 Ｃ 20 Ｂ 50 Ａ 30 Ｃ

 計{集客力}

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

Ａ．鮮度･品質 Ｂ．品　揃　え Ｃ．価　 　格 Ｄ．従業員応対

評価対象 競合店Ａ 上と同じ

 計{集客力}

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

Ａ．鮮度･品質 Ｂ．品　揃　え Ｃ．価　 　格 Ｄ．従業員応対

評価対象 事例企業の一店 競合店Ａ

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

Ｄ．従業員応対

Ｄ．従業員応対  計{集客力}

ラ

ン

ク

5,000
 計{集客力}

Ａ．鮮度･品質 Ｂ．品　揃　え Ｃ．価　 　格

評価対象 競合店Ａ 上と同じ

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

競合店Ａ

Ｂ．品　揃　え Ｃ．価　 　格

11,500

推定6000

Ａ．鮮度･品質

評価対象 事例企業の一店

ラ

ン

ク

推定12000

ラ

ン

ク

ラ

ン

ク

・改革前と改革後 商品力と売上高比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③生鮮加工センターの閉鎖の効果 ⇒強くなる戦略の要 

 ・生鮮等の商品力の改善 進んだ背景 大きい売上と高い売場効率 多い要員 高い生産性 

・少ない在庫 高い商品回転率 高い売場効率 

→ これは、生鮮センターの閉鎖から得られた成果 
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④店舗単位売上高と売場効率の目標管理 ⇒戦える店舗づくり 

・商品力を高める 現場担当者の技能育成 それだけではない  

→これを効果的に行える環境＝顧客が来てくれる環境として、店舗単位の売上の大きさ、適正

な売場効率など、業態の構成条件を目標管理することが優先する問題 

・店舗売上高の具体的目標 小型店では月商７千万円 中型店では１億円と目標を定めたい 

→事例企業 月商１億円に がむしゃら取り組んだ 

・店が１億円になると 生鮮１部門が１日の売上５０万円 人時投入３０時間 人時売上生産

性１６千円 職場ごとの意欲的な小集団 攻撃的商品力 

・意欲的集団 好循環経営の原点 戦略的、意図的に創り出すべき  

・売場効率 店舗単位売上１億円 売場面積２５０坪 →「月商４０万円／坪」 

 ⑤売場と商品改革 個食対応、早期見切り、在庫回転率管理などで、安さと良さを強化 

 

（６）経営的側面での経営革新 ⇒意欲的な集団になれるか、が決め手 

①説明のできる経営への脱皮 ⇒できる人材が集まる組織に 

・再建に着手したとき 組織全体に多様な不平不満や疑問 → 会社の経営方針や将来性、組

織運営や職場のルール 役職人事や正社員やパート社員の人事評価や待遇水準 人間関係や福

利厚生等々  

→ 合理的な説明ができない状況 改めて 企業論理や会社方針を建て直す機会と捉える 

②目標設定と集団育成 

・経営公式 →「経営とは、目標に、人間集団を挑戦させること（経営＝目標×人間集団）」 

→方程式を基に 「目標を明確にすること」 「目標に挑戦する意欲的な人間集団づくりをす

ること」 具体化の方向を掘り下げ 

・「目標の明確化」 ＝商品と経営の革新を目標に組み込む 

・「意欲的な人間集団づくり」 ＝人間力＝能力×意欲×考え方 

→場づくり 能力向上の勉強の場 技能試験の場づくり 意欲的になれる組織風土と人事管

理システムづくり 考え方のベースとしての価値観・経営方針の明確化 それを学べるワ

イガヤアカデミーの運営を順次推進 

③結果として「経営ビジョン＝顧客満足政策（ＣＳ）×社員満足政策（ＥＳ）」と同趣旨 

・中小企業にとって何がノウハウになるか。支援をする中で考えることは、実施することが論

理的に正しい、ということは当然として、トップならびに経営会議に参画する上級幹部が、誠

実に謙虚に任務を担当し、全ての社員と一体となれる姿勢こそが、経営ノウハウの重要な一部

になるということである。公式そのものより使う姿勢でのプラス引き出しの価値といえる。 
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④店舗主体型経営 

 ・事業と経営を好循環に結びつける土台として、店舗主体型経営が重要である。その目指す

ところは、業態として一定のシェアと売上高、一定の売場面積と売場効率、一定の人員と生

産性という要件を保持する中で、店舗の主体的な自治活動部分を育成することである。  

・基本の７０％程度は、経営の基本として共通的に創られてきた店舗でも、３０％程度の部分

は、店長を中心とする店内組織の意思を採り入れる経営である。 

→小なりと言えど、戦略性も組織力もリーダーシップもコミュニケーションも経験が可。  

⑤トータルマネジメントシステムの革新 

 ・経営公式の分解と組み立てに沿って、組織・人事を中心としたトータルマネジメントシス

テムの革新に着手した。中小企業診断士の提案を基礎にしながら、殆どの制度・システムを

作り直して、何度かの説明会を開いた。項目だけまとめると次のようになった。 

→ 小さな本部、強い店舗づくり。全ての役職者が現場責任を持つプレーイングマネジャーに

なり、本部共通費は２．７％以下になるように、サービス機能とコストにこだわった。 

→ 多面型人事評価システム。全役職者が全社員の評価者になり、仕事関係で対象表を作成

し、多面型の人事評価システムとした。但し最終評価責任者は上長（店長）とした。 

→ 資格制度の改訂。改めて経営会議の資格制定分科会において、数回の検討会を開き全委

員の意見を吸収する形で、その時点での等級の確定により、給与にも役職にも、あらゆる人

事の基礎とした。ここで、年功序列や、給与の矛盾がなくなる基礎ができた。 

→ 給与システム（正社員・パート社員・賞与システム）の抜本改訂。給与は、人事と業績

で評価する部分と、資格等級などの一定要件で、自動的に加算される手当に分けて、矛盾を

なくすシステムを目指した。パート社員の時給も、基本時給に加えて、等級による職能加給、

職務加給、時間帯加給の他、日祭日加給、皆勤加給などきめ細かく、地域相場を調べて設計

した。契約書も詳細を記載して不安のでない配慮をした。 

→ 業績評価表彰システムの新規導入。競争原理の導入と、やっただけのことがある会社に

する、という方針に合わせた。また、残業の制限をする必要があったが正規の勤務時間内で

の競争意識を目指した面もあった。日経ビジネスの推奨した「高麗人参」として、高い賞金、

綺麗に対象は数値だけ、人に賞金を出し、全員参画制度とした。 

→ 機能的組織図の明確化。全員相互に「さん付け呼び」としたので、全役職者の正確な

「役職名」「等級」「氏名」を組織図にして掲示すると、人材在庫表のようになった。特に、

店舗内組織を明確にすることも気配りした。 

→ 経営方針の全社員配布。経営方針は経営ルールブックを兼ね、経営姿勢を詳しく説明す

るものにした。競合先には見られたくないものであったが、社員を信用して配布した。 

→ 組織風土の革新。 開放的で働き甲斐のある組織風土ができれば、社員から見て理想で
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◇ 会社の「儲かる仕組み」を、社員全員がイメージし行動すると、組織の集中

力が爆発的なパワーとなります。儲けようとか売ろうとするのではなく、商品力

と人間力を創り続けることが、業態を創り、売上を創り、利益を創るのです。

店単位・部門単位／適正売上管理 

小商圏シェアトップ主義 

売場坪効率管理 

■企業強化のコンセプト 

 

 

 

企業＝事業（商品力）×経営（人間力） 

利 益 高 

 

売 上 高 

    顧客満足（ＣＳ）政策                   行動科学活用 社員満足（ＥＳ）政策 

作戦テーマ＝［業態づくり］ 

中小型・生鮮系食品中心型スーパー 

 

     Ａ．商品力強化作戦                Ｂ．人間力育成作戦 

             

                       

                    

                    

       

            

 

 

 

 

       

  

①店舗主体型経営システム 

②人時／人件費管理システム 

③機能型組織図 

④多面型人事評価システム 

⑥商品力評価顧客アンケート 

⑤業務 Ｉ Ｔ システム活用 

④公平公正正直表示作戦 

③販売促進強化作戦 

②品揃え充実化作戦 

①攻撃的鮮度（インストア加工）主義

⑤資格制度・給与賞与システム 

⑥職場ルール明朗化 

顧客意見ハガキ 

好循環型経営の追求

あり、会社としても業績を確保する原動力になり、重要な経営ノウハウとなる。 

 

■ 実践してきた改革（事例）を掲げると、次のようなことであった。 

① 内向きの共同体から、戦う組織体にしよう。② 平等は限定的にし、公平な会社づくりを

しよう。③ 役職呼びや仲間呼びから全員、さん付け呼びをしよう（前述と同じ）。④ 社員

とパートではなく、正社員とパート社員という区分にしよう。⑤ 歩行喫煙の禁止、喫煙場所

の限定を超えて、社内全面禁煙にしよう。⑥ 顧客への接客向上に連動して、社員同士の挨拶

を励行しよう。⑦ 就業規則は、社員への規則ではなく、会社と社員の両者が守る規則として

役職者の勤務マニュアルとして役立てよう。⑧ 会議、ミーティングを多くし、表彰も組み込

み、参加意欲のでる会議にしよう。⑨ 全社員が一体として盛り上がれる全体会議という宴会

を、定期に実施しよう」等々を、他社での成功例と聞くと採り入れる気軽さで実施してきた。

中途で取りやめしたのは、この外の１件だけであった。 

 

４．活性化コンセプト図表 ＝「目標＝結果」に導く好循環型経営  
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５．各社での「経営活性化」「企業再構築」の実施導入要領  

 

（１）再生ということ 

 再生とか再建というのは、自己の意思で行ってほしい。人を頼ってはいけない。 

 再生支援協議会、という独立行政機関がある。食品スーパーの申請も多数有ると聞くが、主導

権が持ちにくい世界は最終手段であり、自力再建、自力活性化を勧めたい。 

 コーポラティブチェーン（またはボランタリーチェーン）、という小売支援団体がある。規模

の足りない中小が利用する価値がある。しかし困って駆け込むという入り方は避けられたい。 

 中小企業診断士、というアドバイザーがいる。これも利用の仕方如何である。やはり、頼るの

ではなく、自社の問題に助力してくれる相手か、確かめる必要がある。 

 

（２）中小企業診断士への以来の仕方 

 この提案、「経営活性化プログラム」の活用方法を、参考に述べてみる。 

 

①事前コンタクト  企業内での「経営幹部ミニセミナー」の実施     ２：３０Ｈ   

          → 実施要領の質疑応答              １：００Ｈ 

②参考企業の視察  本論「事例企業」の視察と体験談質疑         １泊２日 

          → その企業の改革時と現状を聞く 

          → 社内に帰り検討会（コンサル参加 可） 

③実施を決定する  コンサルティング契約パターンはいろいろ 協議にて          

          → 再構築は期間できめられず［月例の顧問形式］が多い 

          → 通常、改革～完了（１０～１２ヶ月）      １０ヶ月  

          → その後は、必要に応じ顧問関与         フォロー 

          → 当初・３ヶ月契約から延長へもＯＫ 

④実施体制     → 方向性打ち出しの全体会議（正・パ全員）開催 

          → 実情把握（方針・財務・管理会計・人事・組織・その他の制度） 

          → 社内役員会委員、経営会議委員の選任＝並行して多面人事評価 

          → 商圏キャパシティ把握、顧客による商品力評価分析、業績分析 

※ 原則として、「社内役員会」「経営会議」、プラス「合同会議」「全体会議」を通じて実

施事項を推進していく。経営方針、壁新聞で状況通知していく。 

※ 等々、状況に合わせて・・３ヶ月くらいで「業績反映」を確認していく。 

（以上） 


